
為替週間展望＝ドル円は堅調推移も介入警戒感が上値を抑える

　　　　　　　　　　［２月２３日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    2 月 16 日～ 2 月 20 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  152.62   155.38(20)    152.62(16)    155.04   +2.34

ユーロ・ドル  1.1872   1.1878(16)    1.1750(20)    1.1762   -0.0106

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    56,825.70     -116.27     日本10年債利回り   2.113   -0.113

ダウ平均株価    49,395.16     -105.77     米10年債利回り     4.067   +0.019

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２３日　ＮＺ第１四半期小売売上高

　　　　スイス１月生産者輸入価格

　　　　独２月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米１２月製造業受注

２４日　中国最優遇貸出金利（ローンプライムレート　１年、５年）

　　　　米１２月住宅価格指数

　　　　米１２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米２月消費者信頼感指数

　　　　※トランプ米大統領が一般教書演説

２５日　日本１月企業向けサービス価格指数

　　　　豪１月消費者物価指数

　　　　独第４四半期ＧＤＰ確報値

　　　　ユーロ圏１月消費者物価指数確報値

２６日　高田日銀審議委員 講演

　　　　日本１２月景気動向指数改定値

　　　　カナダ第４四半期経常収支

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　米１月耐久財受注速報値

２７日　日本２月東京消費者物価指数

　　　　日本１月小売業販売額、日本１月鉱工業生産指数

　　　　スイス２月ＫＯＦ先行指数

　　　　スイス第４四半期ＧＤＰ

　　　　独２月雇用統計、独２月消費者物価指数速報値

　　　　カナダ第４四半期ＧＤＰ

　　　　米１月生産者物価指数

　　　　米２月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米１２月建設支出

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ル円は衆院選前から積み上がっていたドル買い円売りのポジション

を調整する動きが見られる。もっとも、足元で１５２円台前半まで下落したこともあ

り、調整は一服する可能性が高い。チャート上では、１月２７日の安値１５２．１０と

２月１２日の安値１５２．２７でダブルボトムを形成しており、今後は戻り歩調で推移

するとした。

　　　　

【１５２円台を底に堅調な推移】

　１３日に発表された１月の米消費者物価指数は予想を下回る伸びとなり、ドル売りの
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動きとなってドル円は１５３円台後半から１５２円台後半まで下落した。米消費者物価

指数の鈍化はドルの上値を抑える要因として意識されており、ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチ

では、今年末時点での利下げ回数は２回と３回で見通しが分かれている。

　　

　１６日と１７日のドル円は１５２～１５３円台でレンジ相場となって、方向性を探る

動きが続いた。１６日の日本の第４四半期ＧＤＰ１次速報は前期比年率＋０．２％とな

り、市場予想の＋１．６％を大きく下回った。この結果を受けて、日銀による追加利上

げが当面は難しいとの見方につながり、円売りの動きとなった。ドル円は１５３．６０

台まで上昇した。

　　

　なお、１６日に高市首相と日銀の植田総裁の会談が行われた。植田総裁は「一般的な

経済情勢の意見交換」で、「具体的に話せることはない」などと語った。市場への影響

は限定的となった。

　　

　１７日には１５４円手前の売りが意識されたことで修正安となり、１５２円台後半ま

で下落した。この日はイラン情勢が混とんとする中、ドル円は上下に振幅する展開とな

った。その後、１８日には米経済指標の好調な動きがドル買いにつながった。１２月の

米耐久財受注速報値、１２月の米住宅着工件数、１月の米鉱工業生産などが予想を上回

る好結果となり、ドル買いの動きとなってこれまで抵抗となっていた１５４円を超えて

一段高となった。

　　

　また、この日発表された米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨では、複数のメ

ンバーが「インフレが収束するようなら、一段の利下げが適切となる」「追加利下げが

インフレを定着させる恐れがある」と指摘した。その一方で、一部のメンバーからは

「インフレが目標を上回った状態が続けば、利上げが必要になる可能性がある」との指

摘も出ていた。

　　

　ドル円はこの後も堅調な流れを続けて、１９日の東京市場では１５５．３０近辺まで

上値を伸ばした。その後ロンドン時間にかけて１５４円台半ばまで下落した。米国株価

指数先物の時間外取引の下落や米国によるイランを巡る地政学リスクの高まりなどによ

り、円買いに傾いたとみられる。その後のＮＹ市場では新規失業保険申請件数が予想を

下回ったことなどから、１５５円台前半まで戻りを見せた。２０日は１５５円を挟んで

の振幅となっている。

　　

【米経済指標に注目】

　２月２３日の週に予定される日米の経済指標やイベントは、２３日に米１２月製造業

受注、２４日に米１２月住宅価格指数、米１２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米

２月消費者信頼感指数、２５日に日本１月企業向けサービス価格指数、２６日に日本１

２月景気動向指数改定値、米新規失業保険申請件数、米１月耐久財受注速報値、２７日

に日本２月東京消費者物価指数、日本１月小売業販売額、日本１月鉱工業生産指数、米

１月生産者物価指数、米２月シカゴ購買部協会景気指数、米１２月建設支出などがあ

る。

　　

　２６日の週の経済指標は米雇用統計ほどのインパクトのあるものはない。こうした

中、米新規失業保険申請件数、米１月耐久財受注速報値、２７日に日本２月東京消費者

物価指数、米１月生産者物価指数などが注目されそうだ。また、米ハイテク株の動向、

イランを巡る中東情勢、米長期金利の動向などの動きにも左右されるとみられる。

　　

　ドル円は１５２円台前半から１５５円台まで上値を伸ばしてきた。これまで売りに押

されていた反動から上昇してきており、２１日移動平均線を回復している。こうした

中、堅調な推移が見込まれるが、上昇が続くとドル売り円買いの介入警戒感から上値を

抑えられることとなりそうだ。目先の予想レンジは１５１．５０～１５７．５０円とな

る。

　　

※米政府機関の閉鎖と再開に伴い、米経済指標の発表日が変更・追加される可能性があ

る。

　　

【ユーロドルは一段と下値を探る展開か】



　ユーロドルは１６日に１．１８台後半で週の取引をスタートすると、その後は堅調な

ドルの動きを受けて、徐々に下落する展開となった。２１日移動平均線を割り込んだ後

も５日移動平均線に上値を抑えられている。軟調な地合いが継続して、一段と下値を探

る動きか。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．１５００～１．１８５０ドルとな

る。

　　

　１７日発表の１２月の英ＩＬＯ失業率は５．２％となり、前回の５．１％から悪化し

た。１８日の１月の英消費者物価指数は前月比－０．５％（前回＋０．４％）、前年比

＋３．０％（前回＋３．４％）、コア前年比＋３．１％（前回＋３．２％）となり、伸

びが鈍化した。インフレ率が鈍化したことで英中銀による利下げ期待が高まり、ポンド

には売り圧力となった。

　　

　こうした中、ポンドドルは１．３６台半ばから１．３４台前半までポンド安ドル高が

進んだ。１６日以降は陰線が連続しており、１．３５ドル割れの後も下げ止まりを見せ

ずに下げが続いている。こうした状況下にあり、ポンドドルは一段と下値を探る展開と

なりそうだ。目先の予想レンジは１．３１５０～１．３５５０ドルとなる。

　　

　今後の日米以外の経済指標としては、２３日にＮＺ第１四半期小売売上高、スイス１

月生産者輸入価格、独２月ＩＦＯ景況感指数、２４日に中国最優遇貸出金利（ローンプ

ライムレート　１年、５年）、２５日に豪１月消費者物価指数、独第４四半期ＧＤＰ確

報値、ユーロ圏１月消費者物価指数確報値、２６日にカナダ第４四半期経常収支、２７

日にスイス２月ＫＯＦ先行指数、スイス第４四半期ＧＤＰ、独２月雇用統計、独２月消

費者物価指数速報値などが予定されている。
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